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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第41期

第１四半期
連結累計期間

第42期
第１四半期
連結累計期間

第41期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 1,609,817 1,842,858 6,651,618

経常利益 (千円) 139,429 242,967 822,203

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 88,089 193,597 551,881

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △31,197 121,530 392,590

純資産額 (千円) 6,720,156 7,202,561 7,143,547

総資産額 (千円) 8,665,854 9,657,101 9,464,275

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 11.38 25.02 71.32

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 77.5 74.6 75.5

(注) 1.当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

2.売上高には、消費税等は含まれておりません。

3.潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日～平成29年６月30日)におけるわが国経済は緩やかな回復を持続し

ています。世界経済の回復による輸出の持ち直しに一服感があるものの、企業業績の底堅さを背景に設備投資は回

復基調にあり、個人消費も雇用所得情勢の改善を受けて緩やかな回復を続けています。

当社グループの属する半導体業界におきましては、市場を牽引してきたスマートフォンの伸びが鈍化する中、半

導体メーカー各社の微細化や３Ｄ－ＮＡＮＤなど需要拡大に向けた積極的な設備投資の継続、さらには中国市場の

拡大見通しなど、アジアを中心とする半導体製造装置市場の活況は今後も続くものと見込まれます。

このような環境下、前年度を通し堅調に推移してきた受注高を背景に、売上高は好調を維持することが出来まし

た。以上の結果、第１四半期決算の売上高は1,842百万円(前年同期比14.5％増)、営業利益は242百万円(同52.0％

増)、経常利益は242百万円(同74.3％増)、親会社株主に帰属する四半期純利益193百万円(同119.8％増)となりまし

た。

　

セグメント別の受注高等は、次のとおりです。

　

当第１四半期連結累計期間における半導体事業の受注高は2,191百万円(前年同期比46.3％増)となり、受注残高は

2,364百万円(同62.9％増)となりました。その他の事業の受注高は78百万円(同44.5％増)となり、受注残高は49百万

円(同117.3％増)となりました。

当第１四半期連結累計期間の売上高は、石英製品が1,444百万円(前年同期比34.8％増)、シリコン製品が338百万

円(同29.8％減)となり、半導体事業全体では1,783百万円(同14.8％増)となりました。セル、テドラーなどの理化学

機器は20百万円(同0.5％減)となり、その他の事業全体では59百万円(同6.3％増)となりました。

損益面では、当第１四半期連結累計期間における半導体事業の売上総利益は508百万円(前年同期比9.6％増)、そ

の他の事業では５百万円(前年同期比2.4％減)となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ192百万円増加し9,657百万円となり

ました。主な要因は、受取手形及び売掛金が43百万円、土地が162百万円それぞれ増加したこと等であります。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ133百万円増加し2,454百万円となりました。主な要因は、借入金が231百万

円、流動負債その他が52百万円それぞれ増加し、未払法人税等が132百万円減少したこと等であります。

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べ59百万円増加し7,202百万円となりました。主な要因は、利益剰余金が

131百万円増加し、為替換算調整勘定が60百万円減少したこと等であります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は３百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 31,200,000

計 31,200,000

(注) 平成29年６月20日開催第41回定時株主総会において、当社普通株式について、10株を１株の割合で併合する

旨、及び株式併合の効力発生日である平成29年10月１日をもって発行可能株式総数を31,200,000株から

3,120,000株に変更する定款変更を行う旨が承認可決されております。

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 7,800,000 7,800,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は1,000株
であります。

計 7,800,000 7,800,000 ― ―

(注) 平成29年６月20日開催第41回定時株主総会において、株式併合の効力発生日である平成29年10月１日を

もって単元株式数を1,000株から100株に変更する定款変更を行う旨が承認可決されております。

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年４月１日～
　平成29年６月30日

─ 7,800,000 ─ 829,350 ─ 1,015,260

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 62,000

―
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 7,736,000 7,736 同上

単元未満株式 普通株式 2,000 ― ―

発行済株式総数 7,800,000 ― ―

総株主の議決権 ― 7,736 ―

(注) 1.「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式1,000株(議決権１個)が含ま

れております。

2.「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式705株が含まれております。

3. 第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成29年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

② 【自己株式等】

平成29年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
テクノクオーツ株式会社

東京都新宿区西新宿
五丁目１番14号

62,000 ─ 62,000 0.80

計 ― 62,000 ─ 62,000 0.80

(注) 当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は、63,492株であります。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズにより四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,861,884 1,793,548

受取手形及び売掛金 2,057,983 2,101,698

製品 172,704 201,823

仕掛品 509,056 599,025

原材料及び貯蔵品 722,514 728,631

その他 249,930 143,383

貸倒引当金 △2,532 △2,017

流動資産合計 5,571,541 5,566,092

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,001,583 983,146

機械装置及び運搬具（純額） 1,243,086 1,254,349

土地 985,336 1,147,762

リース資産（純額） 51,922 46,505

建設仮勘定 205,765 289,002

その他（純額） 67,827 67,549

有形固定資産合計 3,555,522 3,788,315

無形固定資産 50,171 49,236

投資その他の資産

その他 288,145 254,563

貸倒引当金 △1,105 △1,105

投資その他の資産合計 287,040 253,457

固定資産合計 3,892,734 4,091,009

資産合計 9,464,275 9,657,101
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 428,847 450,013

短期借入金 706,412 991,444

未払法人税等 195,795 63,155

賞与引当金 98,943 42,444

その他 278,945 331,676

流動負債合計 1,708,943 1,878,734

固定負債

長期借入金 432,995 379,760

役員退職慰労引当金 26,555 28,016

退職給付に係る負債 90,772 106,542

その他 61,462 61,487

固定負債合計 611,785 575,806

負債合計 2,320,728 2,454,540

純資産の部

株主資本

資本金 829,350 829,350

資本剰余金 1,015,260 1,015,260

利益剰余金 4,918,551 5,050,250

自己株式 △34,056 △34,674

株主資本合計 6,729,106 6,860,187

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 27,291 15,524

為替換算調整勘定 387,149 326,848

その他の包括利益累計額合計 414,441 342,373

純資産合計 7,143,547 7,202,561

負債純資産合計 9,464,275 9,657,101
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

売上高 1,609,817 1,842,858

売上原価 1,140,559 1,329,289

売上総利益 469,257 513,569

販売費及び一般管理費 310,043 271,491

営業利益 159,214 242,078

営業外収益

受取利息 137 161

受取配当金 1,158 1,050

保険返戻金 2,430 3,333

その他 1,044 1,361

営業外収益合計 4,771 5,905

営業外費用

支払利息 2,014 2,284

為替差損 22,170 2,099

その他 371 632

営業外費用合計 24,556 5,016

経常利益 139,429 242,967

特別利益

固定資産売却益 149 －

投資有価証券売却益 － 21,053

特別利益合計 149 21,053

特別損失

固定資産除却損 287 7

特別損失合計 287 7

税金等調整前四半期純利益 139,291 264,013

法人税、住民税及び事業税 27,421 37,015

法人税等調整額 23,780 33,400

法人税等合計 51,202 70,416

四半期純利益 88,089 193,597

親会社株主に帰属する四半期純利益 88,089 193,597
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

四半期純利益 88,089 193,597

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △9,297 △11,766

為替換算調整勘定 △109,989 △60,300

その他の包括利益合計 △119,286 △72,067

四半期包括利益 △31,197 121,530

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △31,197 121,530
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【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１

四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

減価償却費 92,371千円 95,952千円

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月21日
定時株主総会

普通株式 38,690 5 平成28年３月31日 平成28年６月22日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月20日
定時株主総会

普通株式 61,898 8 平成29年３月31日 平成29年６月21日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

　 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連結
損益計算書

計上額半導体 計

売上高

外部顧客への売上高 1,553,922 1,553,922 55,894 1,609,817 ― 1,609,817

計 1,553,922 1,553,922 55,894 1,609,817 ― 1,609,817

セグメント利益 463,753 463,753 5,503 469,257 △310,043 159,214

(注) 1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、理化学機器等の製造・販売等を

含んでおります。

2.セグメント利益の調整額は、販売費及び一般管理費であります。

3.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

　 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連結
損益計算書

計上額半導体 計

売上高

外部顧客への売上高 1,783,468 1,783,468 59,389 1,842,858 ― 1,842,858

計 1,783,468 1,783,468 59,389 1,842,858 ― 1,842,858

セグメント利益 508,195 508,195 5,373 513,569 △271,491 242,078

(注) 1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、理化学機器等の製造・販売等を

含んでおります。

2.セグメント利益の調整額は、販売費及び一般管理費であります。

3.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 11円38銭 25円02銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 88,089 193,597

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

88,089 193,597

普通株式の期中平均株式数(株) 7,738,097 7,737,033

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
平成29年８月７日

テクノクオーツ株式会社

取締役会 御中

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

指定社員
業務執行社員

公認会計士 木 間 久 幸 ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 村 田 征 仁 ㊞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているテクノクオーツ

株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日

から平成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、テクノクオーツ株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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